
平成２３年度シーリング試算

基礎的財政収支対象経費（約71兆円）
※一般会計歳出のうち、国債費及び決算不足補てん繰戻しを除いたもの

基礎的財政収支対象経費は平成
23年度から平成25年度までの間、
平成22年度当初予算規模（71兆
円）を実質的に上回らない

政策的経費
12兆円程度？

平成22年度

平成23年度

地方交付税交付金
17.5兆円

社会保障費 27.3兆円
人件費等

13兆円程度
政策的経費
13兆円程度

地方交付税交付金
17.5兆円

社会保障費 28.5兆円？
人件費等

13兆円程度

一般歳出 53.5兆

一般歳出 53.5兆

社会保障費の自然増（財務省試
算によると約1.3兆円）は一般歳
出の中で対応

地方交付税交付金は平成22年度
と同水準（17.5兆円）を確保

（参考）「財政運営戦略」（平成22年６月22日閣議決定）

○ 「基礎的財政収支対象経費」のうち、地方交付税交付金と社会保障

費を除いた部分（71－27.3(社会保障費)－17.5(地方交付税交付金)＝約26兆円）か

ら１兆円程度の削減が必要。

○ 仮に大幅な削減が困難な人件費や義務的経費（平成22年度約13兆

円）が削減対象外となった場合、それ以外の政策的経費（平成22年度

約13兆円）から、上記１兆円程度の削減が必要で、削減率は約▲８％。

▲8%減

○政府の「中期財政フレーム」に基づいて機械的に平成23年度シーリングを試算す
れば次のとおり。
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「
強
い
人
材
」
の
育
成
拠
点
で
あ
る
国
立
大
学
法
人
の
日
常
的
な
教
育
研
究

を
支
え
る
運
営
費
交
付
金
を
シ
ー
リ
ン
グ
の
削
減
対
象
外
に
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強
い
経

済
（
成

長
）

の
実
現
の
た
め
に
は

人
と
知

恵
の

投
資

に
よ
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

が
不
可
欠

日
本

の
経

済
成

長
率

と
人

口
増

加
率

の
推

移

名
目

Ｇ
Ｄ
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伸

び
率

人
口

の
伸

び
率

■
優

秀
な
人

材
育

成
の

需
要

に
応

え
、
諸

外
国

は
高

等
教

育
予

算
を
増

新
成

長
戦

略
～

「
元

気
な

日
本

」
復

活
の

シ
ナ

リ
オ

～
(平

成
2
2
年

６
月

1
8
日

閣
議

決
定

)
抜

粋

(「
強
い
経
済
」
の
実
現
)

「
強
い
人
材
」
す
な
わ
ち
将
来
に
わ
た
っ
て
付
加
価
値
を
創
出
し
、
持
続
可
能
な
成
長
を
担
う
若
年
層
や
知
的
創
造
性
（
知
恵

）
（
ソ
フ
ト
パ
ワ
ー
）
の
育
成
は
、

成
長
の
原
動
力
で
あ
る
。
教
育
、
ス
ポ
ー
ツ
、
文
化
な
ど
様
々
な
分
野
で
、
国
民
一
人
ひ
と
り
の
能
力
を
高
め
る
こ
と
に
よ
り
、
厚
み
の
あ
る
人
材
層
を
形
成

す
る
。

「
強
い
人
材
」
の
実
現
が
、
成
長
の
原
動
力
と
し
て
未
来
へ
の
投
資
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
教
育
力
や
研
究
開
発
力
に
関
し

世
界
最
高
水
準
を
目
指
し
、

効
果
的
な
施
策
に
対
す
る
公
的
投
資
を
拡
充

す
る
。

新
し
い
未
来
を
切
り
拓
く
基
本
は
、
人
材
を
育
て
る
教
育
と
、
人
間
の
可
能
性
を
創
造
す
る
科
学
・
技
術
。

→
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）
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「
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
」
の
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
へ
の

機
械
的
な
適
用
は
到
底
困
難

「
中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
」
（
平
成
2
2
年
6
月
2
2
日
閣
議
決
定
）
で
は
、
平
成
2
3
年
度
か
ら
の
3
年
間
は
「
基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経
費
」
に
つ
い
て
前
年

度
を
上
回
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
、
社
会
保
障
関
係
経
費
の
伸
び
（
年
額
1
.
3
兆
円
）
を
勘
案
す
れ
ば
、
そ
の
他
の
一
般
歳
出
は
年
率
▲
８
％
の
減
と
な
る
。

⇒
国

立
大

学
法
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運
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費

交
付

金
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機

械
的
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用
し
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場
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そ
の
削

減
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約
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億

円
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、
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ま
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こ

と
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費
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付
金
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削
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象
か

ら
の

除
外

が
不

可
欠

！

【民
主
党
政
策
集
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D

EX
20

09
】

自
公
政
権
が
削
減
し
続
け
て
き
た
国
公
立
大
学
法
人
に
対
す
る
運
営
費
交
付
金
の
削
減
方
針
を
見
直
し
ま
す
。

【
国
立

大
学
法
人

法
案

参
議
院

附
帯

決
議
】

法
人
化
前
の
公
費
投
入
額
を
踏
ま
え
、
従
来
以
上
に
各
国
立
大
学
に
お
け
る
教
育
研
究
が
確
実
に
実
施
さ
れ
る
に
必
要
な
所
要
額
を
確
保
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

⇒
小

泉
政

権
下

で
す
ら
、
科

振
費

相
当

と
し
て
削

減
対

象
外
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な
っ
た
平

成
1
7
年

度
予

算
編

成
を
踏

ま
え
、
そ
れ

以
上

の
対

応
が
不

可
欠

。
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